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研究成果の概要（和文）：全国232施設で実態調査（主食693、副食895食種）を実施し、調理方法

・物性特性の特徴から、食形態を主食7・副食15に区分した。これらの区分の有効性を介護老人

福祉施設(3箇所)で検討した（対象105名）。嚥下内視鏡（VE）検査と施設職員による質問票によ

って摂食機能評価と対応食種の確認を行った結果、質問票による摂食機能評価の有用性が認めら

れた。パーティション分析を用いて、主食5・副食4区分の選択方法を導いた。VEによる結果との

一致率は副食で0.94となった。 

研究成果の概要（英文）：Research examining dietary status (comprising 693 staple foods and 
895 dishes) was conducted in 232 facilities throughout Japan. Dietary forms were classified 
into seven staple foods and 15 dishes based on the cooking methods and physical features. 
The validity of these classifications was verified by examining the dietary intake of 105 
persons in three care and welfare facilities for the elderly. The eating functions of subjects 
were assessed and the dietary forms conforming to those eating functions were checked 
based on the outcomes of videoendoscopic examinations of swallowing as well as the 
answers given by the facilities’ personnel to a questionnaire. The results showed that the 
dietary form assessment based on questionnaires was effective. A method for selecting five 
staple foods and four dishes was developed using partition analysis. The rate of 
concordance with the results obtained using the videoendoscopic examination method was 
0.94 in the case of dishes. 
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１． 研究開始当初の背景 
高齢者においては、加齢や疾病などによる

歯の喪失や口腔周囲や舌の筋肉の脆弱化な
どがみられ、咀嚼・嚥下運動が若年期に比べ
変化していく。そのため結果的に、咀嚼や嚥

下が困難になっていく傾向にある。また若年
者においても、神経・筋疾患や口腔疾患によ
り、口腔周囲および舌の形態変化や筋力低下、
摂食に関わる協調運動能力の低下などが見
られ、咀嚼や嚥下が困難となる者もいる。 
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介護高齢者施設における食物形態の実態-
食物形態の種類とその適用について-．栄養
学雑誌、62：329-338、2004．）、およびその
後の調査報告（江川広子 他：介護職の提供
実態調査について−新潟市の介護保険施設入
所者の場合−、日本咀嚼学会誌、17、16-25、
2007．）でも、施設により食形態区分の名称
およびその定義が異なっていること、またそ
れらの適用基準が明確ではないことが明ら
かになっている。このことにより施設利用者
が異なる給食施設間、あるいは自宅と給食施
設との移動を行う際に、食形態のブレが生じ
機能低下者が誤嚥や低栄養などのリスクに
直面していることが問題となる。これらの現
状から、摂食機能と適合した食形態区分を標
準化する必要性が示される。一方で、食品メ
ーカーを中心に検討されたユニバーサルデ
ザインフード4区分、嚥下食ピラミッド、介
護食、ソフト食等いくつかの標準化された区
分が発表されている。しかし、実際の給食施
設への導入が困難である等の理由から給食
施設に広く浸透していないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
摂食機能が低下している者に対して、摂食

機能に対応した食物形態の設定は必須であ
る。しかし、上述の通り、摂食機能に対応し
た食形態の標準化およびそのシステム化は、
給食施設現場においては、まだかなり遅れて
いる。本研究では、多くの施設で導入可能で
あることを視点においた、食形態区分の標準
化、および摂食機能評価－食物形態の設定－
食事提供の一連の過程のシステム化の基盤
を作ることを目的とした。そのために、以下
の3項目を目的とした。 
(1) 施設での導入の容易性を高めるため、
各施設で運用されている食形態区分の調査
結果から、食形態の区分化、機能との対応性
を検討する。 
 
(2) 区分の検証として、実際の施設で提供
されている食種を本区分と対照させ、摂食機
能と区分との適合を検証する。 
 
(3) 質問票を用いての食形態選択ツールを
作成し評価する。 
 

３．研究の方法 
(1)食形態区分の作成 
全国の高齢者施設、病院、障害児者施設の
給食担当管理栄養士・栄養士を対象に調査を
実施した。介護老人福祉施設および保健施設、
一般病院、障害者施設は各都道府県から無作
為抽出、歯科大学附属・系列病院および障害
児施設は全抽出により、計1262の対象施設
をサンプリングした。調査は郵送法によるア
ンケート調査とし、対象施設別に2期に分け

て実施し、いずれも回答期日を郵送後約1ヶ
月とした。 
 
(2)食形態区分案の施設での検証 
食形態区分案の施設での検証として、同意

を得た２ヶ所の介護老人福祉施設の入所者
について、実際の提供食種と(1)で得られた
食形態区分案とを対応させ、嚥下内視鏡（VE）
検査による摂食機能評価と経過観察により
喫食者への提供食種の適否を確認し、食形態
区分案の妥当性、および質問票回答内容の独
立性を検討した(PersonX2検定)。 
具体的には以下の4項目を実施した。 

①嚥下内視鏡(VE)を用いての摂食機能評価 
②摂食機能評価用質問票の記録 
③経過記録用紙への記録 
④食形態区分調査表の記録 
①は歯科医師に依頼した。②は看護・介護

職員による評価とし、VE検査の前1週間以内
と、VE検査の8週間後の2回実施を依頼した。
③についてはVE評価の適切性の確認のため
とし、VEによって適切と判断された形態の食
事を8週間提供し、その期間の食事摂取に関
わる出来事（インシデント、摂食状況など）
について週1回の記録を依頼した。また、体
重は、4週間毎とし、本調査では、開始時・4
週間後・8週間の観察終了時の計3回とした。
④は研究（１）で求めた食形態区分（案）と
の対応検証とした。 
 

(3)質問表を用いての食形態選択ツールの作
成 
研究の同意を得た3ヶ所の介護保険施設で

実施した摂食機能評価用質問票の結果を用
いた。VEによる摂食機能評価後8週間、食形
態の不適合が認められなかった者を解析対
象として、摂食機能に対応している提供食形
態と質問票回答との関係を解析した。質問票
および VEによる評価を行った 105名の内、
解析対象者は主食88名、副食81名であった。 
 
４．研究成果 
(1)食形態区分の作成 
 アンケート調査票の回収数および回収率
は介護老人福祉施設 64（27.2％）、介護老人
保健施設 57（24.3％）、歯科大学附属・系列
病院 16（50.0％）、一般病院 104（22.1％）、
障害児（肢体不自由児・重症心身障害児）施
設 37（24.8％）、障害者施設（身体障害者養
護施設）45（31.9％）であり、計323施設（回
収率25.6％）であった。 
副食延べ895食種について、硬さレベル、
大きさ、とろみレベルの3項目によりクラス
ター分析（κ-means法）を行い、物性特徴か
ら食形態を区分した。その結果、14個のクラ
スターに分割された。しかし、そのうち1ク
ラスターは異なる調理方法の2食種、すなわ



ち元の食材の組織構造をほぼ残しながら軟
らかく調理したものと、ミキサーなどにかけ
て元の食材の構造を全てあるいは一部を崩
してから再固形化したものを含んでいた。こ
れらは、硬さレベル・大きさ・とろみレベル
の情報からは違いが見出されにくいものの、
実際の咀嚼時に口腔内で受ける感覚は大き
く異なる。そこで、予備解析として、 これ
らと適応喫食者の特性との関係について独
立性検定（Pearson χ2検定）をしたところ、
独立性がなく偏りが認められた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
副食における食形態区分 －硬さレベル・大
きさ・とろみレベルによる区分分け－ 
 
そこで、このクラスターについては、調理方
法でさらに2分割することとし、副食全体で
計 15区分とした。この中には、該当する食
種が 10種以下の区分もあり、実用化におい
てはさらに区分数を集約する必要がある。 
主食については、延べ 693食種を分析し、

主食 7区分に分類できた。7区分の内訳は、
軟飯（75食種)、粥・粒ありとろみ低（30）、
とろみ中(76)、とろみ高(125)、ミキサー粒
なしとろみ低(72)、とろみ中・高(248)、ゲ
ル(67)となった。 
これらの各区分の適応喫食者の特性を整

理した結果、「咀嚼・食塊形成」機能の低下
には、大きさや硬さを調整した食種が特徴づ
けられた。「送り込み＋嚥下反射・気道防御」
の機能低下には、液状にとろみをしっかりと
つけてまとめた食種と、ゲル化剤で固めた食
種が特徴づけられた。 
  
(2)食形態区分案の施設での検証 
質問票及びVE検査を実施した2施設89名

の内、解析対象者は主食77、副食 76名とな
った。 
主食の形態区分は(1)の結果では、7区分で

あったが、施設で提供されていた食種は、普
通米飯（43％）、軟飯（16％）、粥・粒あり(と
ろみ高レベル)（29％）、ミキサー（とろみ低）
（8％）、ゲル（5％）の5区分であった。 
副食は、多様な食品を種々の調理法によっ

て調整する。本研究では、提供形態を評価し
やすくするため、副菜については主菜・肉に
ついて分析した｡その結果、副食では、提供
されていた食種は、常食（32％）、一口大食
（20mm以上）（25％）、ミキサー(とろみ中～
高)（22％）、ゲル（あんかけ）（21％）の 4
つに区分された。 
分析の結果、主食・副食共に、看護・介護

職員による質問票の回答に食種区分間の違
いが認められた。以下独立性が認められた質
問内容の概要と評価できる摂食機能の内容
を示す。 
①摂食の全体が評価される「食べるペースの
遅延」では、主食・副食ともに、食種間の独
立性が認められた。 
②捕食では、副食で口唇閉鎖不全に独立性が
認められた。 
③準備期・口腔期では、摂食機能低下と評価
できる「硬いものを嫌がる」「きゅうり・ほ
うれん草等が噛みにくい」について、副食で
認められた。また、主食・副食とも口腔内乾
燥・咽頭期惹起遅延が評価される「水分が少
ない食品が飲み込みにくい」で差が認められ
た。 
④咽頭期では、主食・副食ともに種々の摂食
機能を示す質問項目に、食種間の独立性が認
められた。咽頭期惹起の遅延・液体および固
体の食塊形成不全、喉頭蓋谷や梨状窩への食
塊貯留が質問票の回答から評価できること
が示唆された。 
⑤誤嚥については、液体の誤嚥、液体と固形
食品混合の誤嚥、さらに痰のからみ、誤嚥性
肺炎に関する項目でも違いが認められた。 

本調査で用いた質問票による摂食機能の
評価によって、捕食・咀嚼・食塊形成・送り
込み・嚥下反射・気道防御といった、摂食の
ほぼ全域の機能状況、および誤嚥・誤嚥性肺
炎の発生について、食種間の独立性が認めら
れ、質問票による咀嚼機能評価が、食形態選
択の目安となる可能性が見出された。また、
食種区分別に検討した独立性は、主食より副
食でより多く認められた。これは、主食が、
いずれも米を共通材料とするのに対し、副食
の方が食種間の物性の幅が広いためではな
いかと考えられた。 
本結果より、VEによる摂食機能状態の把握

に加え、質問票による摂食機能評価方法が、
対象の摂食機能に対応した適切な食種選択
に有効となる可能性が見いだされた。 
              

(3)質問票を用いての食形態選択ツールの作
成と評価 



質問票および VEによる評価を行った 105
名の内、解析対象者は主食88名、副食81名
となった。主食の形態区分は、結果(1)に基
づき普通米飯（41％）、軟飯（16％）、粥(と
ろみ高レベル)（31％）、ミキサー(とろみ低)
（7％）、再固形化（6％）の 5区分とした。
副食（主菜）については、常食（30％）、一
口大(20mm以上)食（26％）、軟菜・きざみ(5mm
以下)食（4％）、ミキサー(とろみ中～高)
（7％）、再固形化(あんかけ)（33％）の5区
分とした。パーティション分析による解析の
結果、主食では、食事介助の必要度、咽頭期
惹起の遅延、口唇閉鎖不全、誤嚥性肺炎に関
する質問項目、副食では、食事介助の必要度、
詰め込み食べ、摂食時の臼歯部の咬合状態、
発熱、硬いものの咀嚼、嚥下に影響を及ぼす
薬の服用に関する質問項目への回答により、
食形態を分けることができた。これをツール
として質問項目の回答より選択される食形
態と、VEで機能への適合が確認された食形態
との一致率(κ係数)は、主食0.37、副食0.45
であった。 
副食についてさらに検討した結果、VEで機

能への適合が確認された食形態との一致率
（重み付けκ係数）は 0.94となった。しか
し咀嚼を要さないミキサー食喫食者のうち 1
名は常食が選択された。その原因として、食
事介助の必要度への回答が影響していたこ
とからこの質問を除いたツールの作成も試
みた結果、重み付けκ係数は0.91と低下し、
さらに非一致者は3名に増加した。加えてミ
キサー食（とろみ中～高）の選択が欠如とな
った。 
以上、本ツールより選択された食形態の一

致率は高かったものの、施設での実用にはま
だ問題が残った。今後は、さらに調査対象者
数を増やすと同時に、質問票項目の見直しを
行い、摂食機能に適合した食形態設定のシス
テム化の検討を続ける。 
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